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研究成果の概要（和文）：

本研究課題では、人々が集まって公共性を議論するための基盤的条件を原初状態と無知の

ヴェールに求め、社会契約的アプローチに基づく公共性の議論枠組みとして再構成した。

また、公共性の重要な要素である機会の平等と社会的厚生の増大との関連を搾取理論の観

点から考察し、労働搾取の経済学的指標化とその公理化を行った。憲法学の立場から公共

性の議論の分析枠組みを再確認し、一例として情報漏洩を民主的統制の観点から考察を加

えた。

研究成果の概要（英文）：
In this research, we regarded the original position and the veil of ignorance as the

foundational condition that the people gather to argue publicness, and reconstituted them to
be a framework of publicness to be based on approach of the Social Contract. In addition,
we considered the connection between the equality of opportunity that is an important
element of publicness and the increase of the social welfare from the viewpoint of
exploitation theory, and made an economic index of the labor exploitation and
axiomatization thereof. We also reaffirmed the analytical framework of the argument of
publicness from the study of the constitution, and for one example added consideration on
information leak from the viewpoint of democratic control.
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１．研究開始当初の背景

今日、国家のさまざまな政策を評価す

る際に、公共性が持ち出される場面が増加

している。たとえば、民営化やグローバル

化を推し進める市場主義的政策によって

人々の公共心は希薄になり、社会から公共

機関番号：３２６８９

研究種目：基盤研究（C）

研究期間：2009～2011

課題番号：21530173

研究課題名（和文） 公共性の政治経済学：経済学・政治学・法学の協同による新たな理論構

築

研究課題名（英文） Political Economy of Publicness: Construction of a New Theory by

Cooperation from Economics, Political Science and Jurisprudence

研究代表者

須賀 晃一（ SUGA KOICHI ）

早稲田大学・政治経済学術院・教授

研究者番号：00171116



性が失われ、その結果社会的連帯は崩れ去

ったという批判が頻繁になされる。その影

響は犯罪や人格障害等の増加に及び、社会

の不安定化を助長しているとの批判もある。

その一方で、市民の中からは国家の上から

の政策が及ばない領域をカバーし政策の空

白地帯を埋める補完的活動、すなわち、

NPO や NGO にみられる公共性に基づい

た利他的・献身的活動や相互扶助的活動が

活発になっている。だが、それらの活動の

多くは人材面でも資金面でも十分な基盤を

持ちえず、創設者たちの高邁な意思を達成

できずに解散に追い込まれることもしばし

ばである。したがって、社会の発展と安寧

を追究する国家の政策も、そこから抜け落

ちる人々への共感に基づく NPO や NGO

の活動も、さらには両者の役割分担も、公

共性の視点から再検討される必要がある。

では、一般的に公共善の実現・促進と把

握される公共性をどのように概念化するべ

きであろうか。本研究課題では、公共善を

個人的善・公的善・共通善を含むものとし

た。ここで公的善は、国防のような国家的

目的のために、政府によって追及されるも

のであり、共通善は人間の生存に必要な基

礎的条件を満たすように追求され、すべて

の人間の一般的利益と見なされるものであ

る。このように定義したからといって、そ

れだけで個々の善の概念が整合性を持つわ

けではないし、国家の政策が個人に犠牲を

強いる事態がなくなるわけでもない。問題

は、どこにこれらの善が対立する原因が存

在し、それをどう解消することができるか、

またそのための原理は何かを問うことであ

る。

これまで公共性は公共善の実現と促進で

あり、開放性、衡平性、公正性を包摂する

概念として、しばしば理解されてきた。特

に民主的な市民社会では、開放性と不特定

性の下で無名の個人の間で結ばれる平等な

関係および連帯として捉えられる。そのよ

うな関係の下では、各人は、アイデンティ

ティを持った個人として公正に扱われるし、

公正に扱われるが故に規則に従い、世論を

形成するに当たっては理性の公共的使用に

努めることを前提として議論に参加するこ

とが期待されている。このように公共性を

把握すると、それが政策や制度の根幹に位

置するだけでなく、制度の安定や社会の安

寧を促進するために必要不可欠の要件であ

ることに気づく。

２．研究の目的

本研究課題の目的は、今日の市民社会に

おける公共性の実現に対して、我々の政治

経済制度・法制度・社会制度がどれだけ有

効か、また有効であるためにいかなる性質

を持ちどのように配置されなければならな

いのかを、経済学、政治学、法学の協同に

よって答えることである。すなわち、事実

解明的分析と規範的分析を言葉の真の意味

で融合し、政治経済社会の平和と安心のた

めの制度設計に十分な根拠を与える公共性

の理論を、特に政治経済学と社会選択論に

依拠しながら構築することである。

３．研究の方法

本研究の最大の特色は、経済学、政治学、

法学の研究者が一同に会して、共同研究を

実施することである。なかでも、公共性と

いう政治哲学・法哲学・公共哲学の問題と

されてきたテーマについて、とりわけ経済

学分野の研究者を中心としながら、共同研

究体制を組織することにある。経済理論、

経済哲学、政治理論、政治哲学、憲法、法

哲学の諸領域の知見を生かし、公共性の政

治経済学の理論構築を目指した。それによ

って公共性の実現を図る政治経済制度の特

性とその設計を目指す政治過程についてい

くつかの洞察を得た。

本研究課題では、公共性という価値理念

がさまざまな政治経済制度・法制度・社会

制度の中にどのように埋め込まれて機能し

ているかという価値理念に関する事実解明

的分析と、状況に応じて変容する人々の思

考を規制し方向づける価値理念の規範的分

析とを融合させることを目標として、いく

つかの試みを行った。具体的には、第１に、

現実のさまざまな制度が公共性を反映して

いるかどうか、また反映しているとしてど

のようなタイプの公共性かを明らかにする

ため、いくつかの制度を考察した。一つに

は、日本の社会保障制度を取り上げ、その

制度の対象となっている人々は誰か、また

その制度によって救済される人々は他の制

度の対象となっている人々と同程度に救済

されるのか、その法的根拠は何か、などを

検討した。重要な論点として、政治的問題

として認識されていない場合、声なき声を

どう引き出すかの制度的工夫が不十分であ

るとの結論を得た。



第２に、公共性の概念をどう再構成する

かについて、公共財と公共性の階層構造に

注目し、それぞれの階層で要求される公共

性の概念を善との関連で位置づけ直した。

類としての人に必要不可欠な地球公共財

（大気や地球環境など）には、あらゆる時

代のすべての人々に対して平等なアクセス

を保障することが最も重要な共通善となる。

対極にある私的財は効率性が最も重要な価

値理念となる。その一方で、私的財の円滑

な取引のために要請される所有権制度など

の公共財では、世代を超えた機会の均等と

平等な費用負担が重要な理念となる。中間

に位置する地域的公共財ではメンバーシッ

プの維持のために費用負担に応じた利益配

分と効率性が要求されるが、メンバーシッ

プへの平等なアクセスも参加の観点から要

請される。しかし、公共善の実現としての

公共財供給とその費用負担原則を各レベル

の公共財に対して確認するだけでは、市民

社会における公共性の経済的・政治的基盤

を制度的に保障することはできない。公共

性はこれらの原理間、公理間の衝突を回

避・調整する役割を担わなければならない。

４．研究成果

本研究課題の目的は、公共性の実現に対

して今日の政治経済・法制度がどれだけ有

効か、また有効であるための性質は何かに

答えることである。この課題に対して以下

の成果を得た。

1) 多様な価値観や自然的・社会的資産の異

なる人々が集まって公共性を議論するため

に必要とされる公共的討論の条件を、原初

状態と無知のヴェールに求め、社会契約的

アプローチに基づく公共性や社会的正義の

議論枠組みとして、それらを再構成・再解

釈し、擁護する理論を提示した。

2) 公共性の実現のために他の公共財とと

もに重要な働きをする市場は、様々な性質

を持つ公共財と捉えられる。したがって、

公共財としての市場はその成立・維持にお

いてインセンティブ問題に直面せざるを得

ない。市場を閾値のない公共財と見なすな

ら市場の効率的運用は人々の自発性からは

導かれない。一方、市場を閾値のある公共

財と見なすならば、特殊なケースで効率的

となるが、一般にはそうならない。さらに

その財源調達まで視野に入れると、効率性

の達成はいっそう困難である。これらの点

は市場の公共性に大きな問題を投げかける

ことになる。

3) 公共性の重要な要素である機会の平等

と社会的厚生の増大との関連をマルクス搾

取理論の観点から考察し、労働搾取の経済

学的指標化とその公理化を行った。厚生主

義的一元主義を超えた多元的な福祉評価の

理論的探究として、帰結の効率性と手続き

の衡平性の双方を含む交渉ルールの公理体

系を定式化し、その結果、ある種のナッシ

ュ解のリファインメントを公理的に導出し

た。

4) 憲法学の立場から、制度や権利そして公

共的なるものを検討し、公共性の議論に追

加すべきテーマとその分析枠組みについて

再確認した。アメリカ合衆国における政権

交代、表現の自由に関して検閲と事前抑制、

裁判所制度と司法の優位などである。また、

情報漏洩・管理問題に関して、民主的統制

という公共性の観点から考察を加えた。
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